我が国におけるデスクロージャー制度の展開とその背景 by 田中 良三 & Tanaka Ryozo
我が国 におけるデスクロージャー制度の
展開 とその背景
田 中 良 三
目 次
は じめに
1.財務諸表の体系
2.損 益計算書の理論 とその構造
3.連 結財務諸表
4.セ グメン ト情報
5.キ ャッシュ ・フロー計算書
結 びにかえて
追補:大 学の思い出と期待
は じめ に
会計学の社会的役割の一つは,企 業の経営成績 と財政状態 を適正に表示する
デスクロージャー制度 とその制度を担保する監査制度の確立である。筆者は,
この課題 を研究テーマ として微力 なが らその発展に貢献 して きたつ もりであ
る。ここでは,デ スクロージャー制度の展開とその背景 というテーマで,こ れ
までの研究成果を整理 しておきたい。
さて我が国は,戦後,第二次世界大戦で荒廃 した経済を再建するにあたって,
企業の合理化,産 業金融の適正化,証 券投資の民主化のためにアメリカ型の証
券資本主義体制を指導原理 とて きした。1948年4月に証券取引法が成立 し,1950
年の改正法第193条ノ2に おいて 「財務計算に関する書類には,そ の者 と特別
の利害関係のない公認会計士の監査証明を受けなければならない」 という規定
を新設 し,公認会計士による証券取引法監査が発足 したのである。これにとも
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ない企業会計の規範であ り,かつ監査人の判断規範で もある 「企業会計原則」,
「財務諸表準則」,「監査基準」が作成されていったのである。つまり,経済安
定本部に設けられた企業会計制度対策調査会(1952年企業会計,2001年企業会
計基準委員会)は,我 が国の過去の経験 と諸外国の先例を参考にして,1949年
7月 「企業会計原則」(中間報告)を 公表 した。この企業会計原則は,企 業の
経営成績と財政状態を表示する新 しい財務諸表の体系 として,① 損益計算書,
②剰余金計算書,③ 剰余金処分計算書,④ 貸借対照表,⑤ 財務諸表付属明細表
をあげている。その後,1974年8月の企業会計原則では,財務諸表 として,①
損益計算書,② 貸借対照表,③ 財務諸表付属明細表,④ 利益処分計算書 をあげ
ている。しか し,現在では,こ の他に中間財務諸表,連 結財務諸表,セ グメン
ト情報,お よびキャッシュ ・フロー計算書がある。
本稿においては,財 務諸表の体系が どうような理由で変更 されたのか,ま た
従来の財務諸表体系では把握できないより広範な企業内容開示の問題をデスク
ロージャー制度の展開とその背景という視点か ら検討することに したいのであ
る。
1.財務諸表の体系
我が国の会計実務の慣行においては,従 来,① 財産 目録,② 貸借対照表,③
損益計算書の3つ を指 して財務諸表とよんでいたが,1949年の企業会計原則で
は,① 損益計算書,② 剰余金計算書,③ 剰余金処分計算書,④ 貸借対照表,⑤
財務諸表付属明細表の5つ をあげている。他方,商 法では,開業時と毎決算期
に①財産 目録 と②貸借対照表の2つ を作成す ることを要求 し(商 法33条),ま
た株式会社は定期決算の報告書 として,①財産 目録(1974年の改正商法で除外),
②貸借対照表,③ 営業報告書,④ 損益計算書,⑤ 準備金及び利益 または利息の
配当に関する議案を取締役か ら監査役に提出し(商法281条),さらに定時株主
総会に提出してその承認を受けなければならない(商法283条)としていた1)。
企業会計原則の財務諸表体系において,注 目すべ きことは①財産 目録がないこ
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と,②損益計算書中心の財務諸表体系になっていること,③剰余金計算書とい
う新 しい計算書 を導入 したことである。証券取引所に株式を上場 している株式
会社 は,商 法の規定 と証券取引法の規定(193条)による財務諸表規則にした
がって財務諸表を作成 しなければならない。財務諸表規則による財務諸表の体
系は,企 業会計原則の体系 を基準 としこれに商法の規定で調整 して,① 貸借対
照表,② 損益計算書,③ 剰余金計算書,④ 剰余金処分計算書(損 失金処分計算
書),⑤財務諸表付属明細表の5つ としたのである。
商法においては,財 産 目録中心の財務諸表体系になっているので,財 産 目録
がその中心 になっている。つまり,商法体系は,根本思想 として財産 目録が決
算報告書の作成に先行 し,財産目録にもとついて決算が行われ,そ して貸借対
照表 と損益計算書が作成される仕組みになっている。財産評価に関する商法規
定は,財 産目録作成に関する規定 として考えられている。この考え方は,商 法
が大陸式の体系を取 り入れたことによるものであり,その根底 には債権者保護
の必要性から財産の真実な表示を重視することにある。 しかしなが ら,財産目
録による財産の真実な表示は,事 実上不可能であ り,理論的な欠陥をもってい
るといわなければならない。今日の大企業において,決 算期にすべての財産の
実地棚卸 を実施 し,これを正 しく評価することは,事 実上,不 可能である。会
社の報告書についてみても 「財産 目録は,貸 借対照表の資産,負 債の部 と同 じ
であるからこれを省略す」の形において,財 産 目録は事実上無視 されているの
が実情である。英米の慣行においては,財 産 目録は財務諸表の体系 には存在 し
ないのである2)。
このような実務慣行や損益計算思考の会計理論を考慮 して,経 済安定本部企
業会計基準審議会は,1951年9月に 「商法と企業会計原則 との調整に関する意
見書」(中問報告)に おいて,「財産目録の廃止」を提言 したのである。つまり,
商法33条の規定によれば,商 人は開業の時及び毎年1回 一定の時期 に,会社 は
成立の時及び毎決算期に,財 産目録及び貸借対照表を作成することになってい
1)片野一郎 『新稿簿記精説』(同文舘,1968年10月),426-8頁。
2)山下勝治 『企業会計原則の理論』(森山書店,1958年2月),34-6頁。
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た。 しかし,開業貸借対照表と決算貸借対照表 とは,企 業会計上いちじるしく
性格を異に している。前者は,開 業財産 目録か ら作成 されるが,決 算貸借対照
表は開業貸借対照表のごとく,財産目録から作成することができない。決算貸
借対照表は,継 続企業の見地から会計帳簿にもとついて企業の財政状態 と経営
成績を明らかにするために,損益計算書 と関連 して作成 されるのである。 した
がって,開 業の ときにおける計算書類と決算のときにおける計算書類とは,会
計上の性質を異にしているのである。
1962年の改正商法においても,財産目録は,従 来 と同じように決算書類に属
してお り,ただ取締役が総会に提出して承認を求める書類のなかから除外され
たにすぎないので(283条1項),この点において,会 計理論の立場か らは不十
分なものであった3)。そこで,企 業会計審議会は,1969年12月に 「商法と企業
会計原則 との調整 について」において,「株式会社監査制度改正要綱案」 によ
る監査制度の円滑 な実施 を確保するためには,商 法 と証券取引法 との会計基準
を一致 させることにより,両監査の実質的な一元化を図ることを要望 したので
ある。このような要望 を受けて,1974年の改正商法においては,「商業帳簿ノ
作成二関スル規定ノ解釈二付テハ公正ナル会計慣行ヲ斜酌スベシ」(32条2項)
という規定を新設し,両者の会計基準 を一致させ ようとしたのである。その結
果,財産 目録 は,決算のために作成すべ き計算書類か ら除外 され(281条1項),
また貸借対照表は会計帳簿にもとづ き作成されることになったのである。財産
目録が廃止されたことにともない,重 要項目については,脚注 と財務諸表付属
明細表で補足する方法をとったのである。
つ ぎに注意すべ き点は,財務諸表の体系において,損 益計算書 を最初に記載
しその後 に貸借対照表を配列 しているが,こ れは財務諸表における損益計算書
の重要性を示す ものである。株主や債権者などの利害関係者は,企 業の収益状
態が どのようになっているかに重要な関心を持っている。 したがって,企 業会
計の 目的は,根 本的には企業の獲得利益 を確定することであり,財産計算はそ
3)田中誠二 『全訂会社法詳解』(下巻)(頸草書房,1976年8月),759-60頁。
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の従属的意義 をもつにすぎないのである。少な くとも,現在の会計制度におい
ては,財 産の正確な計算的確定は不可能であ り,期間利益 を確定することに中
心 目標が置かれているのである。
第3は 財務諸表の体系 に新 しく導入された剰余金計算書であり,この計算書
はアメリカの会計実務のなかに育ったものと考えられ,ま たこの考え方は,確
かに企業会計の近代化を促進するものとして歓迎すべ き思想で もある。剰余金
(surplus)概念は,そ の源泉か ら区分 して損益取引か ら生ずる剰余金 と資本
取引から生 じる剰余がある。前者は,原 則 として利益 として処分することがで
きるのに対 して,後 者は始めか ら資本その ものの領域に属するものであるか ら
利益の概念から区別 し,そ してその処分は原則 として禁止 したことである。 こ
の ように,企業会計原則では新 しく剰余金概念を導入 し,損益取引 と資本取引
を区分するとともに,利益剰余金 と資本剰余金を区分する原則を確立したので
ある。そ して前者 には 「利益剰余金計算書」,後者には 「資本剰余金計算書」
を用意 し,両者を総合 したのが 「剰余金計算書」である。その結果,従 来の損
益計算書 は二分 され,当 該期聞の営業損益計算 を行うものとしての 「損益計算
書」 と剰余金計算 を行うものとしての 「利益剰余金計算書」が作成されること
になったと考えられる4)。
さて商法は,従来,計算書類の様式については何 も規定 していなかつた。1938
年の商法中改正法律施行法49条で 「株式会社ノ財産目録,貸 借対照表及ヒ損益
計算書ノ記載方法其ノ他ノ様式ハ命令 ヲ以テ之ヲ定ム」 と規定したが,そ の後
長 くこの法的措置はとられていなかった。ところが,1963年4月の計算書類規
則では,株 式会社の貸借対照表と損益計算書の記載内容を規定したのである。
そこで,商法の計算書類規則 と企業会計原則 との問に考 え方の相違が表面化 し,
両者の調整が大 きな問題になって きたのである。
4)山 下 勝 治 『前 掲 著 』,36-9頁。
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2.損益計算書の理論とその構造
2-1損 益計算書の理論
損益計算書は,企 業の経営成績を表示する一つの財務諸表であ り,経営者の
みならず利害関係者にとっても重要な会計情報である。損益計算書の構造 につ
いては,当 期業績主義(CurrentOperatingPerformanceConcept)と包括主
義(All-inclusiveConcept)の二つの考え方がある。損益計算書 は,一 会計期
問に属する収益 とこれに対応する費用を差引いて純損益を計算する。つ まり,
収益費用の対応においては,収 益に対 して直接にその原因 となる費用を対応 さ
せるのであるか ら,この考え方を徹底すれば,損 益計算書は当期の経営活動の
成果のみを正 しく反映 しなければならないことになる。そこで,当 期の損益 に
直接関係のない臨時損益項 目や前期損益修正項 目は,当 期の損益計算書から除
くという主張が生まれる。このような考え方によって作成される損益計算書が
当期業績主義損益計算書である。 したがって,当 期業績主義における損益計算
書は,当期の正常な経営活動に関する報告 と正常な純損益を決定することをそ
の本質 とする。そ して正常な経営活動以外の原因による損益,つ まり当期の損
益に直接関係のない臨時損益項 目や前期損益修正項 目は,すべてこれを損益計
算書か ら除外 して利益剰余金計算書に記載することになる。これに対 して,当
期 に発生 したすべての収益 とすべての費用 を対応させて純損益を計算するのが
包括主義損益計算書である。
当期業績主義は,い つごろから主張されその理論的根拠はどこにあるのであ
ろうか。佐藤孝一教授 によれば,当 期業績主義については,ア メリカ会計士協
会(AmericanInstituteofAccountants:AIA)が1941年12月に発表 した 「会
計研究公報」第8号 であ り,それが特に明確 になったのは1948年10月に発表し
た公報第35号「損益および利益剰余金の表示」で重要な異常項 目を除外 した当
期正常損益 を収容する損益計算書 を作成 し,正常な収益力の明示 に役立つこと
を明 らか に した ので あ る。 当期 業績 主義 は,ア メ リカ公認 会計 士協 会
(AmericanInstituteofCertifiedPublicAccountanst:AICPA)のAPB
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(AccountingPrinciplesBoard)が1966年12月に意見 書第9号 「Reporting
theResultsofOpinions」を公表するまで主張 していたものであり,SHM「会
計原則」 も当期業績主義を基調にしている。我が国では,1949年の企業会計原
則 と財務諸表規則であ り,学者では黒沢清教授が代表的な主張者である5)。当
期業績主義は,こ のように多 くの支持を受けていたが,そ の理論的根拠はどこ
にあるのであろうか。佐藤教授は,そ の理論的根拠 として,つ ぎの6つ をあげ
ている。つ まり,①損益計算書は企業の正常な収益力 を明確に表示すべ きであ
る。②会計報告書の重点は一般の投資大衆におかなければならない。③異常項
目は長期観察のもとにおいて も必ず しも平均化 しない。④恣意的な要素が介入
した り,操作の行われる余地は決して多 くはない。⑤損益計算書の作成にそれ
ほど手数を要 しない。⑥同一基盤 に立っての比較分析が容易に行われることで
ある。このような理論的根拠のなかで最 も重要なものは,正常な収益力の表示
である。現在および将来の投資者は,当 該企業の収益力,配 当可能性や将来の
発展性 についての情報に大 きな関心を持っている。収益力を測定する場合,正
常な経営活動から生 じる期間的収益 と期間的費用を対応 して正常な純損益 を計
算す る。当期の損益に直接関係のない臨時損益項 目や前期損益修正項 目は,当
該年度に限って発生 し,今後 も繰 り返 して発生する可能性 も乏しいので,将 来
の収益 を構成 する要素 とは考えられない。 したがって,こ れ らの期間外損益項
目は,損 益計算書か ら除外 して別個の利益剰余金計算書 に記載するのが合理的
である。
包括主義の起源は,SHM「 会計原則」 によれば1914年であ り,ま た1930年
代における剰余金の修正 に関する不当な会計処理が頻発 したことか ら,1933年
3月のAccountingReviewに「損益計算書の純利益は,配 当か ら生 じるもの
を除き一期間中のすべての変化を利益剰余金に表示すべ きである」という論説
が発 表 され てい る。 またア メ リカ証券 取引委 員会(AmericanStockEx-
changeCommissionn:SEC)やア メ リカ会計 学 会(AmericanAccounting
5)黒 沢 清 『近 代 会 計 学 』(春 秋 社,1960年3月),193-203頁。
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Association:AAA)は,従来から包括主義 を支持 してお り,SECは1950年2
月の改正準則で当期業績主義への歩み寄 りを見せているが,そ の基調は依然 と
して包括 主 義 であ る。AICPAのAPBは,1966年12月に意 見書 第9号
「ReportingtheResultofOperations」を公表 し,包括主義にほとん ど近い見
解を明 らかにしている。そこで,意 見書第9号 の要点を列挙すると,つ ぎのよ
うになる。つ まり,①一般に認められた会計原則を継続的に準拠 し,経 営成績
を表示する事業 は,こ の処理方法 によって財務諸表(損 益計算書および留保利
益計算書または結合計算書)を 作成する。②当該期間に認識されたすべての損
益項 目は,純損益計算に含めるとともに期間外損益項 目である異常項 目と前期
損益修正項 目を区別 し,そ して異常項目はその性質を明示 して区分表示 しなけ
ればならない。③異常項 目と考えられる事象および取引の性格を究明 し,そ し
てこれらのうちで当期の異常項 目とする合理的かつ実行可能な基準を明らかに
する。 この異常項 目決定基準は,異 常性 と主要性の観点から相当厳格に規制 し
ているので,こ れまで異常項 目や臨時損益 として損益計算書か ら除外 していた
ものが正常項 目や経常項 目として損益計算書に記載されることになる。④前期
損益修正項 目と考 えられる各種形態の修正について究明し,そ してこれ らのう
ちで当期の修正項 目とする合理的かつ実行可能な基準を明らかにする。この前
期損益修正基準は,き わめて厳格に規制されているので,経 営者以外の人々に
依存する未確定事項が少な くなり,またこれまで前期損益修正項 目の典型的な
事例 とみられていた固定資産の見積残余耐用年数の変更なども除外 されること
になる。⑤財務諸表(損 益計算書および留保利益計算書 または結合計算書)の
用語,様 式ならびに異常項 目と前期損益修正項 目が存在す るときの表示方法 を
示 した。⑥二期間以上にわたる比較財務諸表上における異常項 目と前期損益修
正項 目の処理方法 を明 らかに し,さ らにすでに公表された損益計算書の修正に
あたっての必要な明示事項 を示 し,異常項 目と前期損益修正項 目によって影響
を受ける展望 目的 ・統計形式の要約財務諸表の作成を推奨 したのである。
他方,佐藤教授は,包括主義の理論的根拠 として,つぎの6つ をあげている。
つまり,①企業の収益力は数期間の平均値をみなければ正確には測定できない。
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②正常項目と異常項 目とを明確に区分することは必ず しも容易ではない。③異
常項 目も長期的にみれば平均するし,損益計算書は完全な歴史的記録でなけれ
ばならない。④一般の投資家は単に損益計算書上の純損益 によって判断する可
能性が多い。⑤損益計算書の作成および理解に便利である。⑥当期業績主義に
よると収益力を過大に表示すような印象を与えることである。そのなかで,①
の企業収益力について,株 主の最 も大 きな関心事の一つは,将 来の収益力の測
定である。収益力は,当 期業績主義のように単 に過去の一会計期問を観察 した
だけでは不十分であ り,数期間の収益状態を観察すれば一会計期間についての
異常損益項 目や前期損益修正項目も平均化されることになる6)。したがって,
一会計期間の損益 は,そ の項目の内容によって損益計算書と利益剰余金計算書
に区分 される必要 もなくな り,また異常損益項 目や前期損益修正項 目を見過 ご
すこともな くなるのである。
2-2損 益計算書の構造
当期業績主義 と包括主義の意義やその理論的根拠は,上 記に述べたとお りで
あるが,我 々はこの問題をどのように理解 し,そ して我が国の場合 どのように
解釈 したらよいのであろうか。この点を検討するにあたっては,図 表1の 区分
式包括主義損益計算書が有効な資料 となる7)。さて,当 期業績主義は,当 期に
おける経常的な経営成績を明らかにするために,当 期に発生 した損益のうち経
常的な損益項目のみで当期純利益を計算する。 したがって,臨 時的 ・偶発的損
益項 目および前期損益修正項 目は,損 益計算書 とは別に作成される利益剰余金
計算書に記載されて当期未処分利益が計算される。このように当期業績主義で
は,損 益計算に関する財務諸表は二つに分割 される。それに対 して,包 括主義
は,当 期に発生 したすべての損益,つ まり臨時的 ・偶発的損益項 目および前期
損益修正項目をも含めて当期純利益(税引前当期純利益)を計算するのである。
6)佐藤孝一稿 「当期業績主義 と包括主義」山下勝治責任編集 『近代会計学大系ll』(損
益計算論)(中央経済社,1969年6月),243-67頁。
7)横 山和夫 『法規会計』(税務経理協会,1993年4月),213-25頁。
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図表1企 業会計における損益計算書の変遷
(単位:万 円)
1949年制 定当時 1963年一部修正 1982年一部修正
損 益 計 算 書
〔営 業 損 益 計 算 〕
1売L高10,000
H売 上 原 価7,000
売 上 総 利 益3,000
販売費及 び一 般皿2 ,200管理費
営 業 利 益800
〔純 損 益 計 算 〕
IV営 業 外 利 益200
当 期 総 利 益1,000
V営 業 外 費 用500
当 期 純 利 益500
損 益 計 算 書
〔営 業 損 益 計 算〕
1売 上 高10.000
H売 上 原 価7,000
売 上 総 利 益3,000
販売費及 び一般皿
管理費2・200
営 業 利 益800
〔純 損 益 計 算〕
W営 業 外 収 益200
当 期 総 利 益1,000
V営 業 外 費 用500
当 期 純 利 益500
損 益 計 算 書
〔営 業 損 益 計 算〕
1売h高10.000
H売 上 原 価7,000
売 上 総 利 益3,000
販売 費及び一般皿 管
理 費2・200
営 業 利 益800
〔経 常 損 益 計 算〕
IV営 業 外 収 益200
V営 業 外 費 用500
経 常 利 益500
〔純 損 益 計 算〕
VI特 別 利 益150
田 特 別 損 失200
税 引前 当期純利益450
法 人税 及び住民税225
当 期 純 利 益225
前 期 繰 越 利 益100
中 間配当積 立金55取崩額
中 間 配 当 額50
利益準備 金積立額5
当期 未処分利益325
剰余金計算書
利益剰余金計算書
・ 鶉禦秦処分利益 …
・ 螺 益剰余金 …
繰越利益剰余金100
・ 灘 益剰余金 ・5・
繰越利益剰余金2001V
減少高
繰越利益剰余金50
期末残高
V当 期 純 利 益500
当期未処分利益550
剰余金
資本剰余金計算書
1資 本 準 備 金120
11再評価積立金30
皿 その他の資本剰余金150
次期繰越資本剰300
余金
前期繰越資本剰280
余金
当期資本剰余金20
増加高
当期資本剰余金300
減少高
利益剰余金計算書
前期未処分利益1600剰余金
前期利益剰余金500H処分額
繰越利益剰余金100
繰越利益剰余金皿175
増加高
繰越利益剰余金2151V
減少高
繰越利益剰余金60
期末残高
V当 期 純 利 益500
当期未処分利益560剰余金
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区分式包括主義損益計算書においては,図 表1で 明 らかなように,当 期業績主
義の当期純利益は経常利益で示されてお り,また未処分利益勘定の当期未処分
利益は両者の金額が同じになる。 したがって,包 括主義損益計算書は,当 期の
経営成績を表示するだけでなく処分可能期問損益をも表示するので,包 括主義
のほうが優iれていると結論づけることがで きるであろう。
先に述べたように,1949年の企業会計原則では,損 益計算書は当期業績主義
を基礎においていたものと考えられる。 しか し,横 山教授は,こ の企業会計原
則が必ずしも当期業績主義に固執 したものでないとして,つ ぎの ように述べて
いる。すなわち,剰 余金は,資 本取引による資本剰余金 と損益取引による利益
剰余金から構成されている。これ らの剰余金の変動 は,剰 余金計算書のなかで
資本剰余金と利益剰余金を区別 して記載 し,独立 した利益剰余金計算書が存在
したわけでわない。その場合,損 益計算書に利益剰余金の明細を記載する剰余
金区分を設け,ま た貸借対照表に資本剰余金の明細 を記載することも認め られ
ていた(損 益計算書原則7)。 したがって,損 益計算書は 「損益計算書および
利益剰余金結合計算書」として一元化することも可能であったと主張 している。
1954年の修正では,剰 余金計算書の区分項 目の名称を改めて利益剰余金計算 と
資本剰余金計算にしたのである。そして1963年の修正では,剰 余金計算書から
資本剰余金計算が削除されることにな り,それにともない剰余金計算書の名称
も利益剰余金計算書 となる。他方,財 務諸表規則では,実 質的に利益剰余金計
算書であるものについて も,その名称を修正 しないで剰余金計算書 としていた
ので,両 者の間で名称上の混乱がみ られたのである。
商法は,1963年に商法規則 を制定 して損益計算書 を一元化 し,会計理論上の
包括主義損益計算書 よりもその範囲を広 くして,株 主総会で処分されるべ き当
期未処分利益を算定するような損益計算書の構造にしたのである。実務 におい
ては,商法規則にしたがって損益計算書を作成す るようになったことから,会
計学者の問でも当期業績思考が後退 してい くのである。1974年の企業会計原則
の一部修正では,商法規則 との調整とい うことでその思考を全面的に取 り入れ,
利益剰余金計算書を廃止することになる。企業会計原則の修正 にともない,財
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務諸表規則 も同じような修正をしたので,会 計上の損益計算書の構造は一元化
され,当 期業績主義損益計算書は実務界か ら姿を消すことにな り,当期業績主
義 と包括主義の議論にも終止符が打たれたのである。
しかし,商 法287条ノ2の 引当金の規定は,利 益留保性引当金の設定を許容
することになるので,1974年の注解14では 「負債性引当金以外の引当金 を計上
することが法令によって認められているときは,当 該引当金の繰入額又は取崩
額を税引前当期純利益の前に特別の科 目を設けて記載し,税 引前当期利益 を表
示する」 としたのである。この点について,1982年の改正商法では,会 計理論
の考え方を受け入れて一部修正 したことにともない,企 業会計原則の注解18で
は 「商法287条ノ2の 引当金は費用 または損失の見積額 に限られる」 とし,旧
注解14を削除したのである。この修正について,企 業会計審議会は,1982年4
月に 「負債性引当金等 に係る企業会計原則注解の修正 に関する解釈指針」で,
つ ぎのように述べている。つまり,修正前の企業会計原則注解14は「負債性引
当金以外の引当金を計上することが法令によって認められる場合 には,当 該引
当金残高を負債の部に記載する」 旨を定めていたが,こ の規定は,企 業会計原
則が負債性引当金以外の引当金の計上を容認する趣旨によるものではなく,商
法287条ノ2の 規定の解釈上,負 債性引当金 に該当しないいわゆる利益留保性
引当金の計上が適法なものとして認め られるのであれば,企 業会計原則上,証
券取引法監査 と商法監査の一元化の観点から,こ の種の引当金の計上を認めざ
るを得 ない と判断 したことによるものである。 しか しながら,今 回の商法の改
正により,いわゆる利益留保性引当金の計上はすべて排除されたので,も はや
このような注解 を存置す る必要性は認め られな くなった。これが同注解を削除
することとした理由である。このように,商 法上の利益留保性引当金がなくな
ったことにともない,損 益計算書のなかの特定引当金項 目が削除され,現 在の
損益計算書の構造ができたのである。つ まり,損益計算書原則二では,「損益
計算書には,営業損益計算,経 常損益計算及び純損益計算の区分を設けなけれ
ばならない。」 とし,さ らにこれを補足する形でDに おいて 「純損益計算の結
果を受けて,前 期繰越利益等 を記載 し,当 期未処分利益を計算する。」 とした
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のである。 したがって,図 表1が 示す ように,現在の損益計算書の構造は,経
常利益で当期業績主義の利益,税 引前当期純利益で包括主義の利益,そ して当
期未処分利益で商法の配当可能利益を表示するという我が国特有の計算構造が
できあがったのである。筆者は,我 が国の包括的な損益計算書の計算構造が世
界的にみてもきわめて優れたものであると考えている。
さて金融商品は,2000年4月1日から時価評価が実施されたことにともない,
「資産負債アプローチ」 による会計処理で認識される時価評価損益 を含めた包
括 一利益概念が新たに登場 してきた。アメ リカでは,FASBは1997年6月に
FAS第130号「ReportingComprehensiveIncome」を公表 し,1997年12月15
日か ら包括利益計算書の作成 を義務づけた。イギリスでは,ASBは1992年10
月FRS第3号 「ReportingofFinancialPerformance」を公表 し,1993年6月
22日以降に終了する会計年度か ら総認識利得損失計算書(StatementofTotal
RecognisedGainsandLosses)の作成 を義務づけた。 また包括利益概 念にも
とつ く財務業績報告は,IASCや国際的ワーキンググループであるG4+1で
も議論 されたのである。
包括利益概念を導入する場合,包 括利益の報告様式については,つ ぎの3つ
が考えられる。
① 単一の業績計算書 にすべての包括利益項 目を表示する 「拡張損益計算
書」方式
② 損益計算書とは別に包括利益計算書 を作成する 「第2の 損益計算書」
方式
③ 持分計算書のなかで包括利益計算を表示する 「持分変動計算書」方式
このような枠組みをもとにして,各 国の包括利益報告様式を類型化 してみれ
ば,図 表2の ようになる8)。下記のように,包 括利益の報告様式については,
業績概念の相違から現在のところまだ国際的には統一されていない。我が国に
おいても,包括利益導入が問題になって くるが,そ の場合 には業績概念そのも
8)荻原正佳稿 「包括利益概念の 日本への導入に関す る論点」『企業会計』(53巻7号)
(中央経済社,2001年7月),25-9頁。
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図表2包 括利益の報告様式
拡張損益計算書 第2の損益計算書 持分変動計算書
米 国 ○ ○ ○
英 国 × ○ ×
IAS × ○ ○
G4+1 ○ × ×
○:採 用 ×:不 採用
のを検討 し我が国の実情 にあった様式を選択すべ きであろう。
3.連結財務諸表
3-1連 結財務諸表の制度化とその背景
我が国企業の資金調達その他経営活動の多角化,国 際化の進展にともない,
証券取引法に基づ くデス クロージャー制度をめ ぐる環境は著 しく変化 してい
る。このような環境の変化に対応するために,企 業会計審議会は,投 資家に対
して企業実態 を適正に反映した的確 な情報を提供する必要があるとの観点か
ら,現行デスクロージャー制度の一層の改善 ・充実を図るため,1986年7月24
日の総会において,つ ぎの事項について第1部 会及び同小委員会を設けて審議
検討を行 うことを決定 した。
(1)連結財務諸表の取扱い
(2)資金繰 り情報の改善
(3)セグメン ト情報の充実
(4)四半期報告書の導入
この決定にもとづ き,企業会計審議会第1部 会小委員会は,こ れ らの事項に
ついて鋭意審議を重ねて,1986年10月「証券取引法に基づ くデスクロージャー
制度における財務情報の充実について」(中間報告)を 公表 し,具体的な制度
化 または制度の見直 しへ と進んでいったである。それでは,ま ず連結財務諸表
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から取 り上げることにしよう。
連結財務諸表(ConsolidatedFinancialStatements)は,支配従属関係にあ
る二以上の会社か らなる企業集団を単一組織体とみなして,親 会社が当該企業
集団の財政状態および経営成績を総合的に報告するために作成 されるものであ
る(連 結原則第一)。しか し,連結財務諸表は,企 業会計原則における財務諸
表の体系に含 まれないが,証券取引法に基づ く企業内容開示制度の一環 として,
1977年4月1日以降に開始する事業年度から導入されたのである。この連結財
務諸表導入の必要性については,経 済発展にともない企業の集団化現象が著 し
くな り,当該企業集団を構成する個々の法的実体(LegalEntity)の財務諸表
だけでは投資情報としては不十分 とな り,支配従属関係にある企業集団を一つ
の会計単位 とした経済的実体(EconomicEntity)の財政状態および経営成績
を明らかにすることが重要になってきたか らである。
つ ぎにアメリカ,イ ギリス,そ して我が国における連結財務諸表の制度化過
程について,簡 単にみていきたい。アメリカにおいては,ア メリカ会計士協会
(AmericanInstituteofAccountants:AIA)が1916年に設立 されたときか ら
連結財務諸表の制度化を提唱し,証 券諸法における連結財務諸表原則の確立に
大 きな役割 を果た して きた。例えば,AIAで は1934年の会計5原 則 「Audit
ofCorporationAccountants」,AICPAでは1959年の会 計研 究公報 第51号
「ConsolidatedFinancialStatements」である。他方,1933年の証券法では,
SECに登録届 出をする企業 は,原 則 として個別財務諸表 と連結財務諸表を提
出することになっていた。 しか し,親会社の個別財務諸表の添付がほとんど無
意味であるときには,親会社の個別財務諸表を省略することができたのである。
イギ リスにおいては,ロ ンドン証券取引所が1939年に持株会社の新規登録にあ
たっては連結財務諸表を提 出することを要求 し,1948年の会社法ではグルー
プ ・アカウン トとして明文化 されたのである9)。
我が国における連結財務諸表の制度化は,1955年代後半に子会社取引を通 じ
9)兼子春三 『連結財務諸表制度論』(有斐閣,1969年12月),10-3頁。
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た粉飾決算による倒産が大きな社会問題になったことである。つ まり,我が国
経済は,1955年代に入ってか ら高度経済成長政策をとり1959年には岩戸景気 と
なり,多 くの企業が設備投資を大 きく拡大 していつた。 しか し,1962年の秋頃
か らオリンピックにともなう大型投資も衰えをみせはじめ,経 済は不況の谷間
へ と落ち込んでいったのである。例えば,1962年には6社,1963年には4社 倒
産 し,そ して1964年には山陽特殊製鋼の72億円という巨額の粉飾決算による倒
産が発覚 したのであるlo)。当時,山 陽特殊製鋼事件をは じめ として,多 くの
企業倒産が頻発 し,そ の原因の多 くは親子関係 にある企業集団のなかでの不正
経理によるものであることが明 らかとなった。つまり,親子会社相互間での架
空の売買,架 空の債権債務 を記録す ることによって利益 を仮装 して違法配当を
行い,つ いには企業を破綻 させることが多かったのである。そこで,大 蔵大臣
は,こ のような粉飾決算を防止するには監査体制をどのように強化すべ きかに
ついて,1965年3月に企業会計審議会に対 して諮問をしたのである。これを受
けて企業会計審議会は,連 結財務諸表制度の問題をただ単 に支配従属関係にあ
る企業の監査に寄与する(粉 飾決算:筆 者加筆)と い う観点か らだけでなく,
財務諸表制度の充実改善 という広い視野か ら審議を重ね,1967年5月「連結財
務諸表に関する意見書」を公表 し,連結財務諸作成に関す る基準を示した。そ
の後,1970年12月に証券取引審議会は,「企業内容開示制度の整備改善について」
という要望書を大蔵大臣に提出 し,そのなかで連結財務諸表の早期採用を勧告
したのである。 また衆議院大蔵委員会では,1971年2月12日に証取審の意見に
もとつい く証券取引法改正案の審議に関連 して,連 結財務諸表の制度化を要望
する付帯決議をしたのである。その付帯決議の内容は,最 近における資本取引
自由化,証 券市場の国際化のすう勢に対応 し,政府は,本 法の運用にあたって
投資者保護につ き一層留意するとともに,左記事項について更に検討を行 うべ
きことを要望 したのである。つまり,投資者に対する企業内容開示の趣旨を一
層徹底するため,有 価証券届出書,同 報告書等の開示書類 に関 し,連結財務諸
10)日本公認会計士協会東京会編 『粉飾決算』(第一法規,1976年5月),13頁。
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表制度の採用,監 査基準の整備を図ることである。大蔵大臣は,こ のような証
取審の意見や衆議院大蔵委員会の要請を考慮 して,証 取法 において連結財務諸
表を制度化する意思決定を行い,1971年6月に再度,企 業会計審議会に対 して
連結財務諸表の制度化についての諮問を行ったのである。
他方,諸 外国においては,イ ギ リスは1947年の会社法,ド イツは1965年の株
式法で連結財務諸表を制度化 している。また国際会計基準委員会は,こ れまで
も国際間の会計基準統一化の一環 として連結会計をとりあげ,1971年6月国際
会計基準第3号 「連結財務諸表」を公表 したのである11)。このような状況の
もとで,企 業会計審議会は,1975年6月「連結財務諸表の制度化に関する意見
書」および 「連結財務諸表原則」を公表 し,さらに日本公認会計士協会は,1976
年3月 「連結財務諸表作成要項」を発表 して,連結財務諸表原則を具体的に適
用するうえでの諸手続を示 したのである。連結財務諸表は,こ のような過程を
もとに,我 が国でも1977年4月1日以降に開始する事業年度か ら導入 されるこ
とになったのである。
連結財務諸表の制度化にともない,連 結財務諸表が主要な財務諸表かそれ と
も補足的な財務情報かということが問題になってきた。イギリス,ド イツにお
いては,企業集団の親会社は,親 会社の個別財務諸表のほかに親会社連結財務
諸表を作成 しなければならないとしているので,そ れは添付書類ではない。ア
メリカにおいては,原 則として連結財務諸表だけを提出すればよいことになっ
ている。 しかし,我 が国においては,1975年6月の連結財務諸表原則では,当
初,個 別財務諸表を補足 して企業集団に関する財務情報 を提供す る観点から,
有価証券報告書及び有価証券届出書の添付書類 とした。しか し,1986年10月「証
券取引法に基づ くデスクロージャー制度における財務情報の充実について」(中
間報告)に おいては,現 行の連結財務諸表は不十分であるとして,つ ぎのよう
に述べている。つまり,そ の内容 については,企 業集団に係る説明等連結財務
諸表に付随 した情報の開示は何 ら行われておらず,有 価証券報告書等における
11)黒沢 清稿「連結財務諸表の制度化に関す る意見書の公表に当たって」『企業会計』
(27巻10号)(中央経済社,1975年8月),1-4頁。
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位置づけについて も,個別財務諸表の補足情報であるという観点から添付書類
とされているなど,必 ずしも十分な開示が行われているとは言い難い との指摘
があるとしている。そこで,1997年6月「連結財務諸表制度の見直 しに関する
意見書」においては,我 が国企業の多角化 ・国際化が急速に進展 し,ま た我が
国証券市場への海外投資家の増加など,企業の経営環境の変化に伴い,企 業の
側においては連結経営 を重視する傾向が強まるとともに,投 資者の側か らは,
企業集団の抱えるリス クとリターンを的確に判断するため,連 結情報に対する
ニーズが一段 と高まってきている。この ような状況を考慮して,従 来の個別財
務諸表を中心 としたデスクロージャーか ら連結情報重視のデスクロージャーへ
の転換 を図るために,有価証券報告書及び有価証券届出書における記載順序 を
従来の個別 ・連結の順序から連結 ・個別の順序へ変更 したのである。そ して本
格的な適用は,企業側の受け入れ準備や関係各方面の準備作業の必要から,1999
年4月1日 以降に開始する事業年度か ら実施 されることになったのである。
我が国で連結財務諸表が制度化 されたことにともない,税 法では連結納税制
度,商 法では連結財務諸表作成義務規定 と連結財務諸表にもとつ く配当の問題
が生 じて くる。アメ リカおいては連結納税制度は認められてお り,イギ リスに
おいては会社法で連結財務諸表の作成とグループ ・アカウントの開示,そ して
ドイツにおいては株式法で連結決算書類の作成 を義務づけられている。これら
の点について,我 が国では,ど のように考えたらよいのであろうか。
それでは,連 結納税制度 を取 り上げることにしたい。連結納税制度は,連 結
範囲に含 まれているすべての企業を一つの納税義務者 とするものである。アメ
リカでは,1917年に第一次世界大戦の戦費調達 を目的 として導入 し,そ の後,
イギ リス,フ ランス,ド イツをはじめ,多 くの国が導入 している。我が国にお
いては,連 結納税制度は,内 部利益の相殺や利益と損失の相殺などから課税所
得が減少 し,法 人税収入が減少することか ら,税務当局は連結納税制度の導入
に対 してきわめて消極的であった。しか し,2002年5月「法人税等の一部を改
正する法律案」が成立 し,2002年4月1日遡って適用されることになったので
ある。このように,連結納税制度が早急に導入 されたのはどうしてであろうか。
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伊藤教授は,その理由としてつ ぎの2つ をあげている。①我が国におけるグルー
プ連結経営への対応である。1999年から連結決算中心主義へ移行 し,我が国企
業は,親 会社の決算を優先 した経営からグループ全体の企業価値を最大化する
経営モデルへの移行 を余儀な くされた。そうした経営モデルの変化への対応が,
とりわけ経済界から求められていたことである。②税制の国際的調和化である。
他の先進国がすでに連結納税 を導入 しているのに我が国が導入 していないと,
我が国企業は税務戦略上のオプションが制限されて国際的競争力の面で不利な
立場に立たされることになるからである。 しか し,こ こで注意すべ き点は,連
結納税制度を導入 したことにともなう法人税収入減 を補うために,2%の 付加
税 を特例 として設けたことである。つ まり,連結親会社の連結事業年度が2002
年4月1日 か ら2004年3月31日までに開始するときには,通 常の税率に2%の
税率を上乗せする特例があるので,企 業集団によっては増税になるところもあ
る。国税庁によれば,2002年9月31日までに連結納税の承認申請をしたのは,
全国で164グループにとどまっている。そして経済界からは付加税が連結納税
制度の利用 を妨げているという批判がでているのである12)。
3-2連 結財務諸表の利点 と欠点
連結財務諸表は,個 別財務諸表を基礎 とし連結財務諸表原則に したがって作
成 されることになっている。連結財務諸表は,連結貸借対照表,連 結損益計算
書,連 結剰余金計算書で構成 されている。つまり,連結貸借対照表は企業集団
の財政状態,連 結損益計算書は企業集団の経営成績 を表示することになる。連
結財務諸表は,投 資者 に対 して当該企業集団についての有用な情報を提供する
と一般的にはいわれているが,本 当にそうであろうか。我が国の場合,連 結財
務諸表は,1950年代の子会社や関係会社を利用 した利益操作や粉飾決算の防止
のために導入されたものである。現在,連 結財務諸の有用性は,内 部的には親
会社中心の経営か ら連結グループ全体の経営を指向するようになった と考えら
12)伊藤邦雄 『ゼ ミナール現代会計入門』(第4版)(日本経済新 聞,2003年1月),534-6
頁。
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れている。 しかし,他方においては,業 績の悪い子会社および関連会社 は株式
を売却した りまたは整理 した りして,親 会社業績 に悪影響を与えないようにし
ているのが現実である。連結財務諸の有用性についての実証分析13)もあるが,
分析結果か らみれば,個 別財務諸表 と比較 して有用性が きわめて高いといえな
いように思われる。 したがって,筆 者の見解 としては,連結財務諸表は利益操
作や粉飾決算の防止のためには有用であ り,また国際協調 も必要なことである
と思っている。
つ ぎに連結財務諸表の欠点について考えてみたい。連結財務諸表は,複 数企
業の個別財務諸表 を総合 したものであるか ら,そ こには判断を誤 らせるような
欠点 もある。例えば,① 連結貸借対照表は,親 会社の立場か らみた企業集団の
財政状態を示す ものであるから,連結資産は担保価値があり支払能力があると
考えられる。 しか し,親会社は,子 会社の資産に対する所有権がないので,連
結資産は支払能力分析 においては限界があるように思われる。②連結損益計算
書 は,親 会社の立場からみた企業集団の経営成績を示すものであるか ら,当期
純利益は配当金の源泉と考えられる。しかし,配当可能利益の計算については,
商法規定では個別財務諸表を前提 にしている。この点について,伊藤教授は,「商
法規定により,個別財務諸表上の子会社 に対する投資の評価は原価法で行われ,
持分法を採用することはで きない。個別財務諸表で子会社 に対する投資を原価
法で評価 し,同時に連結財務諸表で配当可能利益を計算することは理論的整合
性 に欠けるために,受 け入れられないであろう」 と主張している14)。
この点について,番 場教授は,つ ぎのような興味ある見解 を示 している15)。
つまり,連結財務諸表は,個 別財務諸表を基礎 とし連結財務諸表原則にしたが
13)例えば,桜井久勝稿 「投資意志決定有用性の連単比較」『企業会計』(51巻12号)(中
央経済社,1999年11月),24-30頁。野村謹券金融研究所稿 「連結財務諸表の分析 ・
利用の基礎知識」『企業会計』(49巻11号)(中央経済社,1997年10月臨時増刊),
34-59頁。
14)伊藤邦雄 『前掲書』,525頁。
15)番場嘉一郎 ・稲垣冨雄 『連結財務諸表の解説』(中央経済社,1976年5月),13-4
頁。
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って作成 される。会計実体の観点か らみれば,個 別財務諸表は法的実体の概念
を前提 とする報告書であるのに対 して,連 結財務諸表は,経 済的実体の社会的
承認にもとつ く報告書であると考えることがで きる。ここで注意すべ きことは,
経済的実体の存在を承認 したとしても,法 律上の権利義務の主体は法的実体で
あ り,経済的実体は権利義務の主体 になることができないことである。例えば,
経済的実体の構成要素である子会社の負債は,連 結財務諸表に表示 されている
か ら親会社が責任を負わなければならないであろうか。現在の法律では,法 的
実体である子会社がその負債の履行義務者になるので,親 会社および他の子会
社にはその負債の履行義務がないことになる。しか し,形式的にはともか く,
本来,法 律的な枠組みが絶対的な条件となるか,経 済的な実質関係が優先する
かは,社 会の認識の しかたにかかっている。いままでは,法 的枠組みが絶対視
されていた領域のある問題 についても,経済的事実関係が社会的に反復 してく
ると,社会のみかたが次第に変化 して,遂 には形式的な法律関係 よりも実質的
な経済関係 を優先することもあ りうる。現在の法律では,配 当金は法的実体ご
とに,各 実体 と株主との間においてのみ支払義務や請求権があるが,将 来は経
済的実体 として,各構成会社の全株主に一律に配当金を支払 うことも可能性 と
してはあるであろう。このように,法律上の権利義務の主体 と実体の関係は,
常 に経済社会の発展における環境のもとで判断されるべ きものであって,永 久
に固定的な関係で考えるべ きではないように思われる。ともか く,現行法では,
企業の債権債務お よび配当は個別財務諸表を前提にしなければならないので,
連結財務諸表を前提 とした収益性および流動性の分析 においては一定の限界が
あることに注意 しなければならない。 しかし,将 来,商 法が経済的事実関係 を
重視 し経済的実体を認めるようになれば,連 結財務諸表の有用性は現在よ りも
大 きくなるであろう。
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4.セ グメ ン ト情報
連結財務諸表は,親 会社の立場から連結子会社の個別財務諸表を合算 して作
成することになっている。そのために,親会社 を中心 とした企業集団における
将来の収益性 を予測するには,連結財務諸表だけでは不十分であり,ど うして
も企業集団を構成 する各セグメントの情報が必要になって くるのである。セグ
メント情報 とは,売 上高,売 上総損益,営 業利益,経 常利益その他の財務情報
を事業の種類別,親 会社及び子会社の所在地別等の区分単位(セ グメン ト)に
分別 した ものである。このセグメント情報は,連 結集団に関する財務情報 とし
て親会社が開示するものである。セグメン ト情報の開示は,1988年5月に企業
会計審議会の 「セグメント情報の開示に関する意見書」 と 「セグメント情報の
開示基準」を公表 し,1989年4月1日以降に開始する事業年度か ら実施される
ことになったのである。それでは,セ グメン ト情報開示は,ど のような経過で
実施されるようになったかについて,ア メリカ,イ ギリス,そ して我が国につ
いて概観 してみたい16)。
アメリカにおいては,巨 大企業の出現は企業合併 によるところが大 きいので
ある。合併形態をみると,1950年には垂直的または水平的統合が60%以上であ
るのに対 して1968年には10%以下になり,相互に全 く無関係な企業合併が著 し
く増加 し,コ ングロマ リット企業(ConglomerateCompany)とよばれる巨大
企業が出現 したのである。コングロマ リット企業は,一 般に多角経営企業 と訳
されてれる。このコングロマリット企業は,異 種企業 を合併または買収により
規模 を拡大 して大 きな経済力 と市場支配力を持つようになっていった。クレイ
トン法では,企 業の垂直的または水平的統合や買収は規制で きるが,し かし異
種企業の合併や買収は規制することがで きない。そこで,連 邦商業委員会は,
1965年頃から公正な市場競争を乱すおそれのあるコングロマ リット企業を規制
しようと動 き始めたのである。1964年4月にRJLong上院議員は,ク レイ トン
16)拙稿 「セグメン ト別報告書の生成過程 とその背景」 『商学討究』(27巻1号)(小
樽商科大学,1976年7月),32-47頁。
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法の修正議案 「関係会社 と取引 している企業は,売上高や売上原価(項目別に),
営業利益および純利益 を報告 しなければならない。」 を提出した。 この議案の
公聴会は,上 院の司法委員会の反 トラス ト・独占に関する小委員会 「産業集中
に影響を及ぼす吸収合併お よびその諸要因」で行われたのである。
公聴会のなかで特 に注 目すべ き証人としては,P.RDixon(Chairmanofthe
FederalTradeCommission)とJ.Dirlam(ProfessorofRhodeIslandUni-
versity)である。Dixonは,かかる開示は垂直的統合企業だけでな く,コ ン
グロマ リット企業にも要求すべ きである。そ してかかる企業の詳細な財務情報
は,市 場に新規参入者を導入 し競争を促進 して独占力 を弱めた り,また独 占行
為 の取締機関に問題領域 を洞察 させ るとい う目的にも役立つ と述べている。
Dirlamは,証券取 引法 を改正 して事 業 部別(divisions)や製 品種 類 別
(productlines)の売上高および営業利益の開示が行政当局や投資者にとって
必要であるとして,つ ぎのように述べている。つ まり,①我々がかかる情報を
持っていれば,企 業の競争戦略 を適切に評価で きるようになる。②我々が主要
企業の製品種類別利益のみでなく売上高についての情報も持たないで,そ の領
域の仕事をしている。しか し,我 々がかかる情報を持 っていれば,法 案の提出
や政策変更についての合理的な判断をすることができる。③平均的な投資者は,
かかる情報にもとづ きいて産業ではなく企業それ 自体の行動を評価 し,適正な
意思決定をすることができる。以上のような公聴会の証言からも明 らかなよう
に,コ ングロマリッ ト企業についてのセグメン ト情報は,行 政当局か らの不公
正競争の取締 りと資本提供者か らの合理的な意思決定に必要な情報である。
APBは,かかる公聴会の議論や学者の意見をもとにして,1967年9月に 「コ
ングロマ リット企業の補足的財務情報の開示」についての特別報告書を公表 し,
そのなかでコングロマリット企業は自社の実態を慎重かつ客観的に検討 し,産
業別(industrysegments)に補足的財務情報を自発的に開示す るよう勧告 し,
またさらに調査研究 をした うえで最終的な公式意見 を発表す るとしていた。
SECは,APBの特別報告書,NAAやFEIの 調査報告書およびイギリスの会
社法等を検討 し,証券諸法にもとつ くコングロマ リット企業の開示要件の拡大
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についての草案を1968年4月,その修正案を1969年2月に公表 した。そ して1969
年7月14日に通牒第4988号と第8650号を公表 し,コングロマ リット企業は,1969
年8月14日以降FormsS-1,S-7お よびS-10によって提出する届出書
には,セ グメ ント報告書を含めるよう義務づけたのである。 しか し,SEC規
定は,セ グメント報告書の作成にあたつて経営者の判断に委ねている部分が多
かった。そこで,FASBは,1975年9月に企業のセ グメン ト情報についての
公開草案 を公表 し,1976年12月にFAS第14号「FinancialReportingforSeg-
mentsofaBusinessEnterprise」を公表 して企業の実務指針 とし,1976年12
月16日以降に開始する事業年度か らセグメン ト情報 を開示するよう義務づけた
のである17)。FAS第14号は,セグメント情報の目的お よび作成基準 について,
つぎに要約 してお きたい。つ まり,①セグメン ト情報の 目的は,財 務諸表の利
用者が当該企業の過去の業績および将来の見込みについてのよりよい評価 を可
能に し,財務諸表を分析 し理解するのに役立つことである。②各セグメントの
報告実体は,産業別事業(theenterprise'soperationsindifferentindustries),
在外事業お よび輸出先別売上高,主 要顧客別売上高などである。しか し,セ グ
メントの売上高が当該企業の売上高の10%以下であれば,開 示 を省略すること
ができる18)。
イギリスにおいては,セグメン ト情報開示は証券取引の上場規定から始まる。
つま り,ロ ンドン証券取引所の1965年上場規定によれば,一 企業 または企業集
団が有価証券を初めて上場 しようとする場合 には,過去3年 間にわたる売上高
または売上総利益 を重要な取引活動別に区分した報告書 を作成 しなければな ら
ない。また現在,取 引所 に上場 している有価証券を追加発行する場合,当 該企
業または企業集団は,そのなかにかなり異 なった取引活動が存在するときには,
その取引活動の企業全体の営業利益 に対する貢献額または貢献割合 を示 した報
告書 を監査済財務諸表 また は取締役報告書(annualauditedaccountantsor
17)番場嘉一郎 『詳説企業会計原則』(全訂版)(森 山書店,1986年10月),151-2頁。
18)日本公認会計士協会国際委員会訳 『米国FASB財 務会計基準書 リース会計 ・
セグメン ト会計他』(同文舘,1987年9月),97-134頁参照。
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chairman'sstatement)に含めなければな らない。ロンドン証券取引所の この
報告要件は,1967年の会社法17条に導入 してセグメント売上高および営業利益
の相対的貢献度を取締役報告書で明 らかにすることになったのである。
我が国においては,セ グメント情報の開示は,企 業の資金調達その他経営活
動の多角化,国 際化等の進展にともない,デ スクロージャー制度をめ ぐる環境
の著しい変化 に対応するためである。そこで,企 業会計審議会 ・第一部会小委
員会は,1986年10月「証券取引法 に基づ くデスクロージャー制度における財務
情報の充実について」(中間報告)で 連結財務諸表 に付随する情報の開示 を表
明し,1987年6月にセグメ ント情報の作成者側とその利用者側を対象にしたア
ンケー ト調査 を実施 した。このアンケー ト調査 においては,作成者側について
は,経 営多角化の状況,内 部管理の状況および外国向けのセグメン ト情報の開
示状況等に関す る実態調査 とセグメン ト情報の制度化に関す る意識調査を行
い,他 方,利 用者側については,セ グメント情報の利用状況に関する実態調査
とセグメント情報の制度化に関す る意識調査 を行っている。そして1987年11月
にアンケー ト調査の結果 を公表 し,さ らに我が国の実情及び諸外国における開
示状況等を考慮 して,1988年5月に 「セグメント情報の開示に関する意見書」
を公表し,1990年4月1日以降に開始する事業年度から実施されることになっ
たのである。この意見書 によれば,セグメン ト情報 とは,売上高,売上総損益,
営業利益,経 常利益その他の財務情報を事業の種類別,親 会社及び子会社の所
在地別等の区分単位(セ グメ ント)に分別 したものである。またこのセグメン
ト情報 は,連結集団に関する財務情報として親会社が開示するものである。
5.キ ャ ッシ ュ ・フロ ー計 算 書
5-1キ ャッシュ ・フロー計算書の制度化 とその背景
キャッシュ ・フロー計算書は,1999年4月1日以降に開始する事業年度か ら
連結キャッシュ ・フロー計算書 として実施 されることになったが,そ れまでに
はどのような制度があったのであろうか。従来,有 価証券報告書には 「経理の
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状況」の部があり,そ のなかに 「資金繰状況」を記載するところがあった。資
金繰状況は,資 金繰実績 と資金計画に分け られている。資金繰実績では,一 事
業年度の収入 と支出に区分する。そして収入は営業収入,営 業外収入,借 入金
収入,増 資又は社債発行による収入,そ の他の収入(固 定資産売却収入,預 り
金収入)な どの項 目に分ける。支出は商品及び原材料の仕入,人 件費,経 費,
設備費,利息割引料,借入金返済,配 当金,役員賞与,税 金,そ の他の支出(投
資支出,貸 付金支出)な どの項 目に分けて,四 半期別に実績数値 を記載する。
また資金計画は,上 記の収入 と支出を各項 目別に次年度の最初の6か 月間の計
画数値 を四半期別に記載するのである19)。
1986年10月「証券取引法に基づ くデスクロージャー制度における財務情報の
充実について」(中間報告)は,資 金繰実績についてつぎのように述べている。
つまり,現行の資金繰実績は,① 資金の範囲が現金預金 に限定されていること
か ら企業の財務活動の実態が十分に反映されていないこと,②表示の面では,
企業活動の態様 ごとの区分表示が行われていないために資金の調達及び運用状
況を的確 に把握することが困難であること,③その作成方法について も明確 な
指針が示 されていないため,企 業間の比較可能性等が十分 に確保 されていない
ことなどが指摘 されている。そこで,こ れ らの点を検討 し,改善 ・充実を図っ
たのが,今 回の中間報告書である。 この報告書によれば,ま ず資金の範囲につ
いては,現 預金及び市場性のある一時所有の有価証券に拡大するとともに,表
示方法については,資 金収支を 「事業活動に伴 う収支」 と 「資金調達に伴 う収
支」に区分 して開示することを要求 している。 また資金収支表の具体的な作成
方法を明らかにするめに,具体的な例示をしたのが図表3で ある。なお,資 金
収支表の有価証券報告書等の位置づけについては,当 面,現 行の とお り財務諸
表外の情報 とし,1987年10月1日から実施されることになったのである。
この ように,我 が国の資金収支表は,財 務諸表外の情報開示 となっているこ
とか ら,公認会計士の監査対象にはなっていなかった。この点 について,諸 外
19)番場 嘉 一 郎 『前 掲 書 』359-60頁。
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図表3資 金 収 支 表
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項 目 金 額 項 目 金 額
1
事
業
活
動
に
伴
う
収
支
収
入
1.営 業 収 入
2,営 業 外 収 入
(D受取利息,受取配当等収入
〔2そ の 他
小 計(A)
× ×
× ×
× × × ×
× ×
H
資
金
調
達
活
動
に
伴
う
収
支
収
入
1.短 期 借 入 金
(手形借入金を含む)
2.割 引 手 形
3.長 期 借 入 金
4.社 債 発 行
5.増 資
6.その他 の 収入
× ×
× ×
× ×
× ×
×X
×X3.有形固定資産売却等収入
(1)有形 固 定 資 産 売 却
(2)投資 有 価 証 券 売 却
(3)貸付金(短期 を含む)回収
(4)その 他 の 収 入
小 計(B)
× ×
× ×
× ×
× ×
-
X×
収 入 合 計(1) ×X
支
出
1。短期借入金返済 ・
2.長期借入金返済
(一年以内に返済予定の
ものを含む)
3.社 債 償 還
4.その他 の 支 出
× ×
×X
×X
× ×
収 入 合 計(C=A+B) × ×
支
出
1.営 業 支 出
(1源材 料 又 は 商 品 仕 入
②人 件 費 支 払
(3侵 の 他
2,営 業 外 支 出
(1皮払利 息 ・割 引料等支 出
(2)そ の 他
小 計(D)
× ×
× ×
× × × ×
× ×
× × × ×
-
X×
支 出 合 計(J) × ×
資金調達収支尻(Kコ1-J) × ×
皿 当期総合資金収支尻(L=H+K) × ×
IV低価法適用に伴う(M)
評価損等調整額 × ×
3,有形固定資産取得等支出
(1)有形 固 定 資 産 取 得
②投 資 有 価 証 券 取 得
(3)貸付 金(短 期 を 含 む)
(41その 他 の 支 出
小 計(E)
×X
× ×
× ×
× ×
『
× ×
V期 首 資 金 残 高(N) ×X
VI期 末 資 金 残 高(0=L+M+N) × ×
(注)期首 ・期末資金残高の内訳
4.決 算 支 出 等
(1)配 当 金
②法 人 税 等
{3}そ の 他
小 計(F)
× ×
× ×
X×一
× ×
期 首 期 末
1.現金 及び預 金
2.市場性のある
一時所有の有価証券
× ×
× ×
× ×
× ×
合 計 × × × ×
支 出 合 計(G冨D+E+F) × ×
(備考)上記の項目の内訳が,有価証券報告書等
の他の箇所に記載されている場合は,注
記により当該箇所を明らかにする。事 業 収 支 尻(H冨C-G)
× ×
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国ではどのように取 り扱 われていたのだあろうか。主要国においては,1960年
頃か ら運転資本を中心 とした資金情報が積極的に開示 され,財 政状態変動表あ
るいは資金計算書が財務諸表体系 に組み入れ られているのである。キャッシ
ュ ・フロー計算書(CashFlowStatement)は,資金概念 を現金および現金等
価物(CashandCashEquivalents)として,1985年にカナダ,1987年にアメ
リカとニュージーランド,1991年にイギ リスとオース トラリア,そ して1992年
に国際会計基準委員会において財務諸表体系に組み入れた情報 として開示す る
ことを要求 している。
さて,資 金計算書には,そ の資金概念の相違によっていろいろな計算書が存
在する。資金概念 を歴史的にみれば,① 運転資本 とみる資金運用表,② 財務的
資源,つ まりすべての重要な取引の財務的側面 とみる財政状態変動表,③ 現金
とみる現金収支計算書,そして④現金および現金等価物(市場性ある有価証券)
とみるキャッシュ ・フロー計算書である。アメリカにおいては,財 政状態変動
表は,1971年9月のAPB意見書第19号で勧告された資金計算書である。この
財政状態変動表は,広 義の資金概念を採用 してお り,これを運転資本基準で作
成するかそれとも現金基準で作成するかは,企 業に委ね られていた。そこで,
多 くの企業 は,1980年初頭 までは作成が簡単な運転資本基準 を採用 していたの
である。 この点について,L.C.Heathは,支払能力分析 においては運転資本で
はなく,現金が有効な会計情報であることを指摘 したのである。その後,FEI
(FinancialExecutivesInstitute)は,資金情報開示の改善を目的 として,資
金計算書の作成者(財 務担当役員)と その利用者(財 務アナリス ト,個人投資
家や銀行)を 対象 として,資 金情報開示の重要な項 目についてのアンケー ト調
査 を実施 した。その結果によれば,① 現金基準が運転資本基準 よりも有用であ
ること,②直接法よ りも間接法が好ましいこと,③活動区分方式が二区分式が
多い ことが明 らかになった20)。当時の資金概念 としては,1981年を境 にして
運転資本 よりも現金(現 金等価物 を含む)基 準を選好する企業が多 くなってい
20)佐藤倫正 『資金計算諸研究』(岡山大学経済学部,1990年3月),94-8頁。
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たのである。このような実務界の状況 を考慮 して,FASBは,APB意 見書第
19号の見直 しを進め,1987年11月にステー トメント第95号を公表したのである。
このステー トメン トは,財 政状態変動表にかわるもの としてキャッシュ ・フ
ロー計算書を勧告し,基本財務諸表の体系に組み入れることにしたのである。
またこのキャッシュ ・フロー計算書には,つ ぎの4つ の特徴がある。つまり,
①その名称が示すように,資 金概念 を現金に限定 していること,② 資金の源泉
と運用 という二区分にかえて,営 業活動,投 資活動,そ して財務活動 とい う三
区分で活動別の収支を表示すること,③営業活動区分の表示 については,収 支
の要因を直接表示する直接法と,利益 に減価償却費などの非資金的項 目を加減
する間接法との併用 を要求 したこと,④現物出資や社債発行 による資産取得な
どの取引 を計算書の本体か ら除外 して注記事項にすることを要求 したことであ
る21)。
キャッシュ ・フロー計算書 についてのこのような諸外国の動向を考慮 して,
企業会計審議会は,1997年6月「連結財務諸表制度の見直 しに関する意見書」
を公表 し,連結情報重視の観点か ら,連結ベースのキャッシュ ・フロー計算書
を導入するとともに個別ベースの資金収支表を廃止することを提言 したのであ
る。また連結財務諸表を作成 しない会社 においては,従 来の資金収支表に代え
て個別ベースのキャッシュ ・フロー計算書を作成することが適当であるとして
いる。また当審議会は,1997年12月「連結キャッシュ ・フロー計算書等の作成
基準の設定に関する意見書」(公開草案)を公表し,広 く角界の意見を求めた。
そして当審議会は,寄 せ られた意見を参考にしつつ更に審議 を重ねて,公 開草
案の一部を修正 し,1998年3月「連結キャッシュ ・フロー計算書等の作成基準
の設定に関する意見書」を公表 したのである。この意見書では,キ ャッシュ ・
フロー計算書 は,一 会計期間におけるキャッシュ ・フローの状況を 「営業活動
によるキャッシュ ・フロー」,「投資活動 によるキャッシュ ・フロー」,「財務活
動 によるキャッシュ ・フロー」の三区分で表示 し,貸借対照表および損益計算
21)『前 掲 書 』147-60頁参 照 。
32 商 学 討 究 第54巻 第2・3号
書 と同様 に企業活動全体を対象 とする重要な情報を提供するものとし,「財務
諸表の一つ と位置づけた」のである。そ して連結キャッシュ ・フロー計算書は,
1999年4月1日以降開始する事業年度か ら実施されることになったのである。
我が国で もキャッシュフロー計算書は,連 結キャッシュ ・フロー計算書 とし財
務諸表の一つと位置づけられて監査の対象になったのである。
5-2キ ャッシュフロー計算書による支払能力分析
キャッシュフロー計算書は,支 払能力分析において有効な分析方法であると
考えられているが,こ こではキャッシュフロー計算書 と従来の比率分析 との比
較において検討 したいのである22)。図表3の 資金収支表は,1986年10月「証
券取引法に基づ くデスクロージャー制度における財務情報の充実について」(中
間報告)の なかで示されたものである。この図表は,資 金収支表 「事業活動に
伴 う収支」 と 「資金調達に伴う収支」の二区分 とし,現金及び預金 と市場性の
ある一時所有の有価証券の期首 ・期末資金残高の内訳をつけたことにより,従
来の資金の調達 と運用を示 した資金繰実績 よりもはるかに優れている。それに
対 して,図 表4の 現金収支計算書は,1986年3月に筆者が資金繰実績 をもとに
現金収支計算書の様式を試案 として提示 した ものである23)。この図表は,「事
業活動 に伴 う収支」をさらに経営活動の態様にしたがって,営 業収支,経 常収
支,固 定資産支出後収支,お よび配当金 ・税金支出後収支に区分 しているとこ
ろに特徴がある。損益計算書は発生主義,現 金収支計算書は現金主義にもとつ
いて作成されているが,筆 者の区分は両者の差異 を明確にするとともに,企 業
の財務状態をより正確に把握することがで きるのである。 ここで注意すべ きこ
とは,資 金概念 として,資 金収支表は現金及び預金と市場性のある一時所有の
有価証券であるのに対 して,筆 者の現金収支計算書は現金および預金だけであ
22)拙稿 「支払能力分析の二つの方法」『会計』(130巻1号)(森山書店,1986年7月),
47-60頁。
23)拙稿 「支払能力分析の理論 と実証的分析」『商学討究』(36巻3号)(小樽商科大学,
1986年3月),36-7頁。
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現金収支計算書の様式
(単位 100万円)
図表4
1営 業 収 支
1.営 業 収 入 46,472
2.営 業 支 出 51,235
営 業 収 支 △4,763
H営 業 外 収 支
1.営 業 外 収 入 L722
2.営 業 外 支 出 3,729 △2,007
経 常 収 支 △6,770
皿 固 定 資 産 支 出 △859
固 定 資 産 支 出 後 収 支 △7,629
IV配 当 金 ・法 人 税 等 支 出 △757
配当金 ・法人税等支出後収支 △8,386
V投 資 収 支
1.投 資 収 入 3,160
2.投 資 支 出 4,126 △966
総 収 支 △9β52
VI財 務 収 支
1.財 務 収 入 30,237
2.財 務 支 出 19,904 10,333
純 収 支 981
前 期 繰 越 高 8,175
次 期 繰 越 高 9,156
る。両者は,市 場性のある一時所有の有価証券が期首 ・期末資金残高に含まれ
るか どうかという点だけが異なっており,資金収支の計算過程においては全 く
同 じであることを付記 しておきたい。
支払能力分析の方法 としては,財務比率分析 とキャッシュフロー計算書であ
るが,こ こではキャッシュフロー計算書の一つである現金収支計算書 を用いる
ことにす る。さて支払能力分析の理論的側面については,す でに別稿で明 らか
にしている。ここでは,そ の理論をもとに支払能力分析の実証的研究の一つ と
して,リ ッカーを取 り上げることにしたいのである。周知のように,リ ッカー
は329億円という巨額の粉飾決算が明 らかにな り,1984年7月に約1,000億円の
34 商 学 討 究 第54巻 第2・3号
負債 をかかえて和議申請,1ヶ 月後に会社更生法の適用を申請 して事実上の倒
産をしたのである。
まず リッカーの支払能力を財務比率で分析 してみ よう24)。別稿で述べたよ
うに,変 動係数を用いて支払能力分析指標を選択 したところ,大 企業の場合 に
は負債比率,売上債権回転期間,当座比率,および固定比率になったのである。
そこで,リ ッカーについても財務比率の変動係数とその順位を示てみると,図
表5の ようになる。この図表で上位4つ をみると,昭和44-50年では,1位 は
負債比率,2位 は固定比率,3位 は固定長期適合率,4位 は売上債権回転期間
である。また51-59年では1位 は固定長期適合率,2位 は売上債権回転期間,
3位は固定比率,4位 は買入債務回転期間である。この両者に共通している比
率は,固 定比率,固 定長期適合率および売上債権回転期間である。支払能力分
析において,重 要 な指標である負債比率は44-50年では1位 であったが51-59
年では6位 になっているし,ま た当座比率は44-50年では6位,51-59年では
5位となっている。このような事実か ら,リ ッカーの支払能力は,健 全な状態
にあると結論づけることがで きるであろうか。この点について,さ らに現金収
支計算書 において検討 してみることにしたい。
図表5リ ッカーの財務比率の変動係数とその順位
44-50年
変動係数
順位 51-59年
変動係数
順位
44-59年
変動係数
順位
流 動 比 率 4.60 7 7.46 6 7.47 7
当 座 比 率 4.75 6 11.64 5 11.56 6
固 定 比 率 11.57 2 13.85 3 13.22 5
固定長期適合率 11.56 3 21.71 1 20.89 1
負 債 比 率 14.73 1 7.46 6 15.07 4
売上債権回転期間 10.96 4 17.93 2 16.39 3
買入債務回転期間 5.22 5 13.61 4 17.50 2
資料 「わが国企業の経営分析」
24)拙稿 「リ ッ カ ー の 支 払 能 力 分 析 」 『会 計 』(133巻4号)(森 山 書 店,1988年4月),
82-101頁。
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図表6の 要約現金収支計算書は,リ ッカーの有価証券報告書総覧のなかにあ
る資金繰実績表をもとに作成 したものである。会社が財務的に安定 しているた
めには,必要資金を銀行や証券市場か ら調達できることが条件である。これは,
図表6に おける総収支 と財務収支との関係である。両者の推移をみれば,総 収
支は44年と53年以外はすべてマイナスで55年か らは急に増加 している。 また財
務収支は44年と53年以外はすべてプラスで55年か ら急に増加 している。このよ
うに,総 収支 と財務収支は全 く逆の関係にあ り,また44-59年の累積額をみる
と,前者は46,333百万円のマイナス,後 者は52,778百万円のプラスとなり,そ
の差額は6,445百万円の純収支 となっている。その結果,現 金預金の純増は,
6,445百万 円となったことか ら,リ ッカーは収支状況が健全で支払能力が十分
であるということができるであろうか。
財務収支がプラス ということは,財 務収入が財務支出よりも大きいこと,つ
まり,この場合は銀行からの借入金が多いことである。借入金はいつかは返済
しなければならず,こ の財源は,本 来は配当金 ・税金等支出後収支であるがそ
の一部に記載がないので,こ こでは固定資産支出後収支をとる。リッカーの場
合,固 定資産支出後収支は一貫 して悪化 してお り,44-47年はプラス,48-59
年は51年と53年を除いてマイナスとなり,55年か らはマイナスが急に増加 して
いる。 このような状態では,借 入金がなければ経営活動 を円滑に行うことがで
きないし,た とえ銀行からの借入に成功 したとしても,それを返済することが
きわめて不可能であるといわなければならないであろう。つま り,固定資産支
出後収支の推移 をみると,リ ッカーの支払能力は,き わめて不健全な状態にあ
ることが明 らかとなったが,それはなぜそ していつ ごろか らであるかについて,
つ ぎに検討することにしたい。
経営活動が正常に行われているときには,一 般的には営業収支,経 常収支,
固定資産支出後収支,配当金 ・税金等支出後収支および総収支がプラスになる。
図表6に よれば,44-59年ですべての収支が悪化 してお り,45年には総収支,
48年には固定資産支出後収支 と経常収支,そ して49年には営業収支がマイナス
になっている。営業収支 と経常収支をもう少 し詳 しくみると,営 業収支では44
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一48年はプラス,49-50年はマイナス となっているが,こ の期間中は一貫 して
収支状況が悪化 している。51-54年にはプラスとなって収支状況は大幅に改善
されたかにみえるが,55-59年には再びマイナス となってその金額 も大 きくな
っている。経常収支は,営 業収支とほとんど同 じ動 きを示 しているが,収 支の
マイナス となった時期 をみると,営業収支が49年と55年であるのに対 して,経
常収支は48年と54年である。この両収支を比較すると,経常収支は営業収支よ
りも1年早 くマイナスになっている。また営業収支がマイナスになると,有価
証券の売却や借入金の増加 となるが,他 方において受取配当金の減少と支払利
息、の増加 となるため営業外収支のマイナス も大 きくなる。その結果,55-59年
の経常収支の数値が示す ように,こ の収支が急 に悪化 しているのである。そし
てこのような営業収支 と営業外収支の悪化は,先 にも述べたように,最 終的に
は配当金 ・税金等支出後収支に現れて くるのである。 したがって,配 当金 ・税
金等支出後収支の改善による借入金の返済は,営 業収支の改善によってはじめ
て可能であ り,現在のように営業収支と経常収支が長期的にマイナスになって
いる状態では,リ ッカーは支払能力がまったくないと結論づけることがで きる
であろう。また支払能力がゼロとなった時期はいつ頃であるかについての推測
が許されるな らば,そ れは経常収支がマイナスとな り,配当金 ・税金等支出後
収支のマイナスが大 きくなった48年ということができるが,そ の後の推移も考
慮すれば,営 業収支 もマイナスとなり,かつその金額も急に大 きくなった50年
とみるのが最も妥当な結論であろう。
以上のようなリッカーの実証分析か ら明らかなように,現金収支計算書 は,
個別企業の支払能力分析 においては,財務諸表の比率分析よりもはるかに有効
な分析手法であると筆者は考えている次第である。
図表6リ ッカーの要約現金収支計算書
(単位 ・100万円)
44年 45年 46年 47年 48年 49年 50年 51年 52年 59年
1営 業 収 支
H営 業 外 収 支
経 常 収 支
皿 固 定 資 産 支 出
固 定 資 産 支 出 後 収 支
IV配 当 金 ・税 金等 支 出
配当金 ・税金等支出後収支
V投 資 収 支
総 収 支
VI財 務 収 支
純 収 支
前 期 繰 越 高
次 期 繰 越 高
3,316
△93
1,753
△87
1,788
△140
1,045
△137
193
△218
△375
△303
△L798
△981
2,526
△1,269
1,334
△1,055
△4,763
△2,007
3,223
△989
1,666
△974
1,648
△885
908
△661
△25
△1,062
△678
△879
△2,779
△817
1,257
△568
279
△1,006
△6,770
△859
2,234 692 763 247△1 ,087△1,557 △3,596 689△727
△556
△7,629
△757
△2,226 △2,481 △1,512 △486 △1,407 223△103 △2,514
△1,283
△603
△8,386
△966
8
△5
△1 ,789
908
△749
82
△239
740
△2,494
2,678
△1,334
1,604
△3 ,699
3,130
△1 ,825
2,723
△1,886
2,425
△9 ,352
10,333
3
2,711
△881
2,714
△667
1,833
501
1,166
184
1,667
270
1,851
△569
2,121
898
1,552
539
2,450
981
8,175
2,714 1,833 1,166 1,667 1,851 2,121 1,552 2,450 2,989 9,156
〔注 〕△はマ イナス を示す。
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?
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結びにかえて
筆者は,デ スクロージャー制度の展開とその背景について,我 が国の制度に
立脚 しつつ,特にアメリカの制度を参考に しなが ら検討 してきたつ もりである』
デスクロージャー制度は,企 業の透明性を確保するだけでなく,ステークホル
ダー(stakeholder)に企業の財政状態や経営成績などの会計情報 をよ り適切
に公開することである。そのためには,現 在のデスクロージャー制度を絶えず
見直 し,諸外国の新 しい制度を取 り入れることも必要である。今回,こ れ まで
の研究成果を再検討する機会を持つことができ,不十分な点は,少 し補うこと
ができた。 しかし,そ れで満足すべ きものではない と思っている。以下では,
本稿の部分的な要約と補足 をしておきたい。
さて,我 が国におけるデスクロージャー制度は,損 益計算書と貸借対照表が
中心である。損益計算書原則二A第2項 では 「二つ以上の営業を目的とする企
業にあっては,そ の費用及び収益を主要な営業別に区分 して記載する。」 と定
め られている。この規定は,セ グメント情報の開示を要求 しているものと考え
られる。 しか し,「二つ以上の営業」 とは何かについて,具 体的な指針が示 さ
れていなかったので,実 務的には,セ グメント情報は開示 されていなかったの
である。他方,ア メリカでは,1964年の公聴会において独占企業の取締 り強化
と投資者の合理的な意志決定のために,セグメント情開示が要求され,SECは,
1969年8月からセグメ ント情報の開示 を義務づけたのである。我が国において
は,企 業会計審議会は,ア ンケー ト調査 と我が国の実情お よび諸外国における
開示状況を考慮 して,1988年5月「セグメン ト情報の開示に関する意見書」を
公表 し,1990年4月1日以降に開始する事業年度から実施 されることになった
のである。財務諸表規則においては 「二以上の種類の事業を営む場合における
売上高及び売上原価 に関す る記載は,事 業の種類ご とに区分することがで き
る。」(71条)と任意規定になってお り,また事業の種類についてはおおむね 日
本産業分類における中分類によるものと定めている。他方,1971年改正商法規
則においては,営 業報告書で 「営業の部門が分かれている会社にあっては,そ
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の営業年度における営業の経過及び成果の記載は,そ の部門別にもしなければ
ならない。ただ し,資金調達の状況その他の記載が困難な事項については,こ
の限 りではない。」(84条2項)と規定 し,セ グメント情報の開示を義務づけて
いる25)Q
キャッシュ ・フロー計算書は,貸 借対照表のなかのキャッシュ ・フローにつ
いての内訳明細表 と考え られる。我が国においては,1986年10月「証券取引
法に基づ くデスクロージャー制度における財務1青報の充実について」(中間報
告)に おいて,従 来の資金繰実績では欠点があるとして,そ れにかえて資金収
支表を導入することにしたのである。 しか し,この資金収支表は,財務諸表外
の情報開示となっていたことか ら作成基準 もないし,監査の対象にもなってい
なかった。この点 について,主 要国では,1960年ころか ら運転資本を中心とし
た資金情報が積極的に開示 され,財 政状態変動表または資金計算書が財務諸表
の一つ と位置づけられていたのである。キャッシュ ・フロー計算書は,資 金概
念を現金および現金等価物 として,1987年にアメリカ,1991年にイギリス,そ
して1991年に国際会計基準委員会において財務諸表体系に組み入れた情報 とし
て開示することを要求 したのである。アメリカのアンケー ト調査によれば,キ
ャッシュ ・フロー計算書の利点として,つ ぎの3つ をあげていう。つ まり,①
より一貫 した,比 較可能なキャッシュ ・フロー情報の報告をめ ぐる標準化され
た方法を提供 している。②投資家にとって有用なファアンダメンタル情報を提
供する。③財政状態変動表 と比較 して,目 的適合性,有 用性,理 解可能性が高
い26)。
我が国においては,このような諸外国の動向を考慮 して,企業会計審議会は,
1997年6月「連結財務諸表制度の見直 しに関する意見書」を公表 し,連結情報
重視の観点か ら,連結ベースのキャッシュ ・フロー計算書を導入するとともに
個別ベースの資金収支表を廃止することを提言 したのである。また1997年12月
「連結キャッシュ ・フロー計算書等の作成基準の設定に関する意見書」(公開
25)番場 嘉 一 郎 『前 掲 書 』,150-1頁。
26)伊藤 邦 雄 『前 掲 書 』,232頁。
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草案)を 公表し,広 く角界の意見 を求めた。そして当審議会は,寄せ られた意
見 を参考にしつつ更に審議を重ねて,公開草案の一部を修正 し,1998年3月「連
結キャッシュ ・フロー計算書等の作成基準の設定に関する意見書」 を公表 した
のである。 この意見書では,キ ャッシュ ・フロー計算書は,一 会計期間におけ
るキャッシュ ・フローの状況を 「営業活動によるキャッシュ ・フロー」,「投資
活動によるキャッシュ ・フロー」,「財務活動によるキャッシュ ・フロー」の三
区分で表示 し,貸借対照表および損益計算書 と同様に企業活動全体 を対象 とす
る重要な情報を提供す るものとし,「財務諸表の一つとして位置づけた」 ので
ある。そ して連結キャッシュ ・フロー計算書は,1999年4月1日以降に開始す
る事業年度か ら実施されることになったのである。また財務諸表規則では,キ
ャッシュ ・フロー計算書についての詳細 な記載方法を規定 し(102条),さらに
様式第4号 では直接法によるキャッシュ ・フロー計算書,様 式第5号 では間接
法によるキャッシュ ・フロー計算書を示 している。
我が国においては,1960年代 に粉飾決算による企業倒産が大きな社会問題に
なり,粉飾決算の防止策 として監査制度の強化 と連結財務諸表の導入がなされ
たのである。商法監査 を強化するには,監 査の専門家である公認会計士監査を
導入することである。法制審議会では,1970年3月「商法の一部を改正する法
律案要綱」 を公表 し,そ のなかには,つ ぎのような注目すべ き項 目がある。①
第13(中間配当)で は,営 業年度を1年 とする会社は営業年度の中間の一定の
日に金銭の分配をすることができる旨を定めることができる。第14(大会社の
特例〉では,資 本金1億 円以上の株式会社 は計算書類について公認会計士又は
監査法人の監査を受けなければな らない。第15の1(商業帳簿)で は,① 商人
は,営 業上の財産及び損益の状況を明 らかにするため,商 業帳簿として会計帳
簿,貸 借対照表及び損益計算書 を作成 しなければならない。②商業帳簿の作成
に関する規定の解釈については,公 正な会計慣行を斜酌しなければならない。
この改正案要綱をもとに,1972年に商法が改正 されて,商業帳簿の作成(32条),
中間配当(293条の5),大会社の会計監査人(監 査特例法2条)が 規定 された
のである。
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商法の商業帳簿の作成規定は,商法 と証券取引法との会計基準を一致させる
ことにより,両監査の実質的な一元化 を図ることがで きる。従来,1年 決算会
社は,証 券取引法で仮決算による6か 月要約財務諸表を記載 した半期報告書の
作成を義務づけられていた。しか し,今回の中間配当制度の導入によ り,多 く
の企業が半年決算から1年決算へ移行することにな り,半期報告書の重要性が
高 くなったのである。そこで,企 業会計審議会は,1977年11月「半期報告書で
開示すべ き中間財務諸表に関する意見書」と 「中間財務諸表作成基準」 を公表
し,977年4月1日以降に開始する事業年度から実施 されることになった。 と
ころが,1999年4月連結情報 を中心 とす るデスクロージャー制度に転換 したこ
とか ら,中間財務諸表は連結中間財務諸表として2000年4月1日か ら実施され
ることになったのである。
42 商 学 討 究 第54巻 第2・3号
追補 大学の思い出と期待
私は,1972年8月か ら2003年3月までの30年聞,小 樽商科大学の教官として
在任することができました。 この長い期間にわたり,教職員の皆様が私の多 く
の欠点を寛大にしてかつ温かく見守っていただ きましたこと,心 よりお礼 を申
し上げます。
さて,人生には始 まりがあれば終わりがあるように,職場でもしか りである。
小樽商科大学に奉職 したのは,1972年8月短期大学部である。全国の大学紛争
が終わりを告げようとしていたときに,本 学はまだ紛争のまっ最中である。寮
費の負担,女 子学生の入寮問題などである。教授会は頻繁に開催 されて,し か
も長時間の議論や学生 との団体交渉で,学 園のエネルギーすべてを投入 して解
決方法の模索 をしていたのである。
国立大学は,2004年4月か ら独立行政法人に組織変更される。この点 につい
て,本 学でも教授会で長時間にわたって検討されている。 しかし,一般教官の
関心は低 く,また将来に対する危機感 も薄いようにみうけられる。学園紛争当
時,全 教官 と職員は一致協力 して,問 題を解決 し,大学 を改革 しようと一生懸
命に努力 していたときが懐か しく思われれる。
「老兵は去るのみ」。 しか し,小樽商科大学には 「北に一星あ り,小 なれど
揮光強し」 と言 う伝統があ り,これか らもこの伝統を維持 ・発展 していくこと
を期待 したいものである。北海道の代表企業であった北海道拓殖銀行(拓 銀)
や雪印乳業のように,過去の伝統にしがみつき,経済環境や消費者の要望 を考
慮 しない企業は,自 らの社会的基盤を失い消滅 していったことを,我 々は教訓
として受け止めるべ きであろう。本学は,ま ず第1に 自己の存在理由や社会的
貢献を自己流の論理ではな く,学生,企 業や地域社会 という広い視点か ら大学
の現状 を正確に認識することが最 も重要なことである。そ して大学の未来像 と
現状 とにギャップがあれば,す べての教職員や学生が一丸となって改革案 を模
索 し,新しい伝統 を創造 してい くことが必要であろう。またこれからの大学は,
入学者の共通一次の成績ではなく,卒業生の社会的評価で評価される傾向がま
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すます強くなってきている。 このような事実認識のもとに,教 育内容は社会的
要求,学 生の要望を積極的に取 り入れることも必要であろう。つまり,大学改
革は,将 来像(プ ラン)を創造するだけでなく,そ こに魂を入れることが重要
である。そのためには,当 然,教 官の意識改革 と授業内容や授業方法の改善が
ともなって くる。私が自己評価委員 として学生のアンケー ト調査結果を公表 し
たとき,多 くの学生は教官に対 して授業内容,授 業方法や評価方法の改善を要
望 した り,教官の授業態度の悪 さを指摘する意見 もある。学生意見は,よ く教
官 を観察 しきわめて率直で建設的な意見であったと思う。学生のこの貴重な意
見 を,是非,授 業改善に役立ててもらいたい ものである。 また教官の重要な仕
事の一つは,学 生を教育することである。その仕事の授業評価は,当 然,社 会
一般 に公表 されるべ きものである。小樽商科大学が開かれた,透 明性の高い大
学になってもらいたい。
他方,私 は,30年間の教師生活のなかで,学 生に専門的知識だけでな く精神
的独立性を育てることに心掛けてきたつもりである。入学者は,第 一志望に失
敗 し,学 園生活に希望や目標を持 っていない者が多いようにみうけられる。自
分の不幸の原因は,両 親や教育 ・政治制度の貧困にした り,すべてを他人のせ
いにする発想からは新 しい ものが生まれてこない。大学の使命は,自 己責任の
確立 と専門知識の習得のための機会を提供 し,学生に4年 間の学園生活 を楽 し
く有意義なものにする場 を提供す ることである。そのためには,ま ず第一 に学
生 自身があるがままの現状を直視 し,両 親,友 人 ・知人の意見,大 学の授業や
ゼミナール,図 書館を利用 して自分の生 き方を模索す ることである。第2は,
大学は,平 凡な人間を個性豊かで専 門的能力 を身につけた学生を育てることで
ある。授業内容は,大 学水準を維持することは当然であ り,また授業 も公開に
してだれでも評価に参加で きるようにすべ きであろう。将来,授 業の学生評価
や外部評価の公表が義務づけられた ら,教育水準の低い教官は大学を去ること
になるであろう。
私は,授 業やゼ ミナールで 「あなたが経営者になった ら,どのような知識と
人材 を必要 とするか」 とい う点から学園生活を送ってもらいたいと要望 してい
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る。 この視点から見れば,自 己責任や自分の意思表示は,現 実の問題となり,
学生の意思 ・行動 に大 きなインパク トを与えたもの と思っている。
最後に,「過去の惰性,過去の伝統 を捨てれば,新しい挑戦が生まれて くる。」
という言葉を贈 りたい。そして卒業生がいつ も笑顔で,楽 しく思い出を語れる
母校であ り続けることを期待 したい。(本稿 は,「退官にあたって」(『学園だよ
り』第130号,2003年3月)の文章に一部加筆 したものである。)
